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１ 見舞金支給制度             【地域福祉課】  

 

１ 災害見舞金等 

（１）制度の趣旨 

   被災世帯の生活の安定を速やかに取り戻すため、見舞金を支給し市民福祉の増進を図る。 

（２）災害見舞金等の種類 

○災害見舞金及び災害弔慰金 

住宅の災害の種類 
見舞金額 

単身世帯 一般(2 人以上)世帯 

全焼（壊） 30,000 円 50,000 円 

半焼（壊） 20,000 円 30,000 円 

消火冠水 10,000 円 20,000 円 

床上浸水 10,000 円 20,000 円 

死亡弔慰金 1 人 100,000 円 

○特別災害見舞金（床上浸水の場合に加算） 

区分 見舞金額 

単身世帯 10,000 円 

2 人世帯 20,000 円 

3 人以上世帯 30,000 円 

（３）支給状況（金額単位：千円） 

年度 

区分 
R1 R2 R3 R4 R5 

全焼（壊） 
世帯 13 12 9 6 10 

金額 470 460 330 240 400 

半焼（壊） 
世帯 30 1 2 5 0 

金額 800 20 60 140 0 

消火冠水 
世帯 2 4 13 1 21 

金額 30 60 210 10 330 

床上浸水 
世帯 0 2 0 0 2 

金額 0 30 0 0 30 

死亡弔慰金 
世帯 4 1 2 1 3 

金額 500 100 200 100 300 

特別災害見

舞金 

世帯 0 0 2 0 2 

金額 0 0 40 0 40 

合計 
世帯 49 20 28 13 38 

金額 1,800 670 840 490 1,100 
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２ 障害者福祉               【障害福祉課】  

 

１ 障害者手帳・補装具の状況（令和 5年度末現在） 

 

（１）障害別身体障害者手帳所持者数（単位：人） 

区分 

障害別 
手帳 

内訳 

1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 

視覚障害 1,091 355 408 65 67 169 27 

聴覚・平衡機能障害 1,052 30 283 112 266 8 353 

音声・言語・そしゃく機能障害 237 11 8 140 78 － － 

肢体不自由 7,251 1,832 1,387 1,240 1,966 499 327 

心臓機能障害 3,128 2,082 17 392 637 － － 

じん臓機能障害 1,336 1,245 5 71 15 － － 

呼吸器機能障害 158 53 3 62 40 － － 

ぼうこう・直腸機能障害 870 2 4 44 820 － － 

小腸機能障害 18 6 0 1 11 － － 

免疫機能障害 169 38 48 49 34 － － 

肝臓機能障害 37 32 1 0 4 － － 

計 15,347 5,686 2,164 2,176 3,938 676 707 

 

（２）療育手帳所持者数（単位：人） 

 18 歳未満 18 歳以上 計 

軽度 616  896 1,512 

中度 276 678 954 

重度 454 1,174 1,628 

合計 1,346 2,748 4,094 

 

（３）精神障害者保健福祉手帳所持者数（単位：人） 

合計 1 級 2 級 3 級 

7,288 724 4,056 2,508 

 

（４）補装具交付修理状況 

補装具の交付・修理 

身体障害児・者・難病患者等の日常生活や社会生活の向上を図るために、補装具費の給付を行っている。 
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○補装具交付修理状況（令和 5 年度） 

種目 
令和 5 年度補装具交付修理状況 自己負担金補助金交付状況 

件数 金額（円） 件数 金額（円） 

義肢 
交付 23 13,267,336 4 126,175 

修理 24 4,252,120 1 8,268 

装具 
交付 185 17,442,668 9 60,314 

修理 37 633,823 2 1,903 

視覚障害者安

全つえ 

交付 43 225,965 1 376 

修理 0 0 0 0 

義眼 
交付 2 174,900 0 0 

修理 0 0 0 0 

補聴器 
交付 133 9,634,928 8 50,063 

修理 71 2,706,311 3 4,437 

車椅子 
交付  88  30,578,380 3 78,909 

修理  109  5,857,976 2 9,102 

電動車椅子  
交付 17 12,881,890 1 37,200 

修理 28 1,601,131 1 27,321 

歩行器 
交付 9 1,072,064 0 0 

修理 0  0 0 0 

歩行補助つえ 
交付 13 85,260 1 558 

修理 0 0 0 0 

眼鏡 
交付 29 756,382 4 11,232 

修理 0 0 0 0 

姿勢保持装置 
交付 19 8,498,933 0 0 

修理 15 1,093,354 0 0 

重度心身障害者

用意思伝達装置 

交付 3 2,035,890 0 0 

修理 2 227,700 0 0 

座位保持椅子 
交付 10 837,504 1 12,046 

修理 3 75,196 0 0 

頭部保持具  
交付 7 51,178 1 752 

修理 1 6,774 0 0 

起立保持装具 
交付 0 0 0 0 

修理 0 0 0 0 

排便補助具  
交付 0 0 0 0 

修理 0 0 0 0 

計 
交付  581  97,543,278 33 377,625 

修理  290  16,454,385 9 51,031 

 



福祉サービス部 

 

232 

 

（５）日常生活用具の給付状況 

障害児・者が、日常生活をより円滑に行えるよう、日常生活用具費の給付を行っている。 

○給付状況（単位：件） 

品名 R2年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

便器 2 0 1 1 

便器用手すり 0 1 0 0 

特殊寝台（訓練用ベッド含む）  14 14 21 11 

入浴担架 1 0 1 0 

体位変換器 3 1 1 3 

特殊マット 12 9 4 7 

特殊尿器 0 0 0 0 

特殊便器 14 2 3 1 

パソコンソフト 5 8 11 7 

視覚障害者用ポータブルレコーダー 11 19 17 2 

視覚障害者用時計（音声式） 6 13 15 12 

視覚障害者用時計（触読式） 6 1 1 0 

電磁調理器 2 3 2 4 

視覚障害者用体温計（音声式） 16 9 11 13 

視覚障害者用血圧計（音声式）（令和 5 年度より追加） - - - 25 

点字タイプライター 0 0 2 0 

視覚障害者用体重計 6 13 3 10 

視覚障害者用読書器 22 16 23 16 

聴覚障害者用屋内信号装置 7 8 6 8 

聴覚障害者用通信装置 9 5 10 8 

聴覚障害者用情報受信装置  0 1 0 0 

活字文書読上装置 0 0 2 5 

火災警報器 4 2 0 0 

自動消火器 1 0 0 0 

酸素ボンベ運搬車 0 0 0 0 

ネブライザー 12 5 10 6 

携帯用会話補助装置 1 3 2 0 

入浴補助用具 24 19 23 25 

移動用リフト 4 2 1 2 

移動・移乗支援用具 13 17 18 10 

透析液加温器 4 3 3 8 

歩行時間延長信号機用小型送信機  1 0 0 0 

電気式たん吸引器 46 46 44 40 

足踏式・手動式たん吸引器（令和 3 年度より追加） - 25 4 4 

点字ディスプレイ 1 2 1 1 

居宅生活動作補助用具 13 5 10 11 
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点字図書 1 0 1 4 

大活字図書 0 0 0 0 

ストマ用装具（紙おむつ含む） 13,568 13,647 13,779 13,781 

点字器 0 1 1 0 

頭部保護帽 28 39 19 22 

人工喉頭 76 57 46 29 

歩行補助つえ（Ｔ字状・棒状）  15 10 10 8 

収尿器 0 0 0 0 

訓練いす 0 0 0 1 

パソコン周辺機器 3 3 2 1 

パルスオキシメーター 3 6 1 2 

視覚障害者用地上デジタル放送対応ラジオ 2 5 1 5 

合計                             13,956 14,020 14,110 14,093 

 

２ 施設 

（１）船橋市障害者支援施設北総育成園 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）に基づく施設入所支

援、短期入所、生活介護、相談支援の障害福祉サービス及び日中一時支援を提供する施設で、主に知的障害

者を対象とし、様々な活動を通じ社会生活への適用性と参加を図っている。 

○開設年月日……昭和 49 年 4 月 1 日 

○敷地面積……7,305.33 ㎡ 

○延床面積……4,465.58 ㎡ 

○構造……鉄筋コンクリート造、3 階建 

○設備……居室、職員室、事務室、食堂、プレイルーム、手芸室、工芸室、相談室、洗濯室、トイレ、洗

面室、医務室、浴室、特殊浴槽等 

○運営……（指定管理者）社会福祉法人 さざんか会 

○職員数……50 人（管理者 1 人、サービス管理責任者 2 人（内 1 人は管理者兼務）、事務員 3 人、生活支

援員 43 人、看護師 1 人、栄養士 1 人） 

○嘱託医……1 人 

○定員……75 人 

○現員……68 人（令和 6 年 4 月 1 日現在） 

（２）船橋市光風みどり園 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）に基づく生活介護、

自立訓練、就労継続支援 B 型の障害福祉サービス及び日中一時支援を提供する施設で、主に知的障害者を対

象とし、一般企業に就職することが困難な人のために仕事のしやすい設備を整え、日々家庭やグループホー

ム等から通所することにより生活一般及び職業等の訓練を行い、一般企業への就職等、社会的自立を促進す

ることを目的としている。 

○開設年月日……昭和 60 年 4 月 1 日 

○敷地面積……6,611.56 ㎡ 

○延床面積……2,074.14 ㎡ 
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○構造……鉄筋コンクリート造、平家建 

○設備……作業室、食堂、医務室、職員室、洗濯室、浴室等 

○運営……（指定管理者）社会福祉法人 大久保学園 

○職員数……30 人（管理者 1 人、サービス管理責任者 2 人、職業指導員 1 人、目標工賃達成指導員 1 人、

生活支援員 21 人、看護師 1 人、栄養士 1 人、事務員 2 人） 

○嘱託医………1 人 

○定員……100 人 

○現員……110 人（令和 6 年 4 月 1 日現在） 

（３）船橋市身体障害者福祉センター 

18 歳以上の身体障害者手帳を持つ船橋市民に対して、各種の相談に応じ、機能訓練、社会適応訓練、教

養の向上等の事業を行うと共に、関係福祉団体に対する便宜の提供及びボランティアの養成事業を行い、障

害者福祉の増進を図ることを目的としている。 

○開設年月日……昭和 59 年 4 月 1 日 

○職員数……10 人（所長 1 人、所長代理 1 人、物理療法士 1 人、作業療法士 2 人、理学療法士 2 人、介

護福祉士 2 人、指導員 1 人） 

○嘱託医……1 人（令和 6 年 4 月 1 日現在） 

（４）船橋市身体障害者福祉ホーム若葉 

経済的には自立能力がありながら、身体上の障害のために一般の住宅では生活を営むことが困難な身体障

害者に居室その他の設備を提供し、その自立を促進することを目的としている。 

○開設年月日……平成 5 年 11 月 1 日 

○敷地面積……3,713.71 ㎡（太陽との複合施設） 

○延床面積……663.21 ㎡ 

○構造……鉄筋コンクリート造、2 階建 

○設備……居室、相談室、集会談話室、浴室、管理人室等 

○運営……（指定管理者）社会福祉法人 千葉県福祉援護会 

○職員数……3 人（施設長 1 人、相談介助員 1 人、管理人 1 人） 

○定員……10 人 

○現員……6 人（令和 6 年 4 月 1 日現在） 

（５）船橋市身体障害者福祉作業所太陽 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）に基づく生活介護の

障害福祉サービスを提供する施設で雇用されることが困難な在宅の身体障害者に、設備を提供して就労の機

会を与えるとともに、自活に必要な訓練及び生活指導をあわせて行い、その自立を助長することを目的とし

ている。 

○開設年月日……平成 5 年 10 月 20 日 

○敷地面積……3,713.71 ㎡（若葉との複合施設） 

○延床面積……1,338.91 ㎡ 

○構造……鉄筋コンクリート・鉄骨造、2 階建 

○設備……作業室、訓練室、相談室、食堂、医務室、事務室、シャワー室等 

○職員数……37 人（管理者 1 人、サービス管理責任者 1 人、理学療法士 1 人、作業療法士 2 人、生活支

援員 29 人、看護師 2 人、事務員 1 人） 



福祉サービス部 

 

235 

 

○嘱託医……1 人 

○定員……50 人 

○現員……44 人（令和 6 年 4 月 1 日現在） 

 

３ 各種手当 

（１）特別障害者手当等（国の制度） 

①特別障害者手当 

日常生活において常時特別な介護を必要とする状態にある 20 歳以上の在宅の重度心身障害者に対して支

給する。（所得制限あり） 

○身体障害者手帳おおむね 1 級及び 2 級の一部、療育手帳おおむねⒶ1 に相当する障害が重複の方又は同

程度以上の方 

○2 月、5 月、8 月、11 月支給 

○金額 月額 1 人 28,840 円（令和 6 年 4 月～） 

○支給状況 696 人（令和 6 年 1 月末日現在） 

②障害児福祉手当 

日常生活において常時介護を必要とする状態にある 20 歳未満の在宅の重度心身障害児に対して支給する。

（所得制限あり） 

○身体障害者手帳 1 級及び 2 級の一部、療育手帳Ⓐ1、Ⓐ2、Ⓐに相当する障害を有する方 

○2 月、5 月、8 月、11 月支給 

○金額 月額 1 人 15,690 円（令和 6 年 4 月～） 

○支給状況 268 人（令和 6 年 1 月末日現在） 

③経過的福祉手当 

昭和 61 年 3 月 31 日現在で従来の福祉手当受給者のうち、20 歳以上で障害基礎年金、特別障害者手当の

支給要件に該当しない方に支給する。（所得制限あり） 

○金額 月額 1 人 15,690 円（令和 6 年 4 月～） 

○支給状況 12 人（令和 6 年 1 月末日現在） 

（２）ねたきり身体障害者及び重度知的障害者介護手当（市の制度） 

在宅のねたきり身体障害者及び重度知的障害者の介護者に対し、介護の労をねぎらうとともに、障害者の

福祉の増進を図るために支給する。 

○対象 ・在宅でおおむね 6 か月以上常に臥床し、入浴、食事、排便等日常生活のほとんどに介護を要す

る 20 歳以上 65 歳未満の方の介護者。 

・在宅者で千葉県が交付する療育手帳でⒶ1、Ⓐ2、Ⓐ、A1、A2、と判定された 20 歳以上の方の

介護者。 

○金額  月額 1 人 12,650 円 

○その他 特別障害者手当、経過的福祉手当該当者又は介護保険の認定を受けた場合には支給しない。 

○ねたきり身体障害者および在宅重度知的障害者介護手当支給状況（各年 3 月末日現在） 

年度 

区分 
R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

ねたきり身体障害者（人） 15 14 22 21 16 

在宅重度知的障害者（人） 522   524   542   538   543   

総支給額（円） 78,290,850   80,922,050   81,630,450   82,655,100   82,617,150   
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（３）心身障害児福祉手当（市の制度） 

知的障害児および身体障害児の生活向上に寄与することを趣旨とし、福祉の増進を図るためにこの者を

監護する父母または養育者に対し支給する。 

○対象……身体障害者手帳 1～3 級または療育手帳を所持している 20 歳未満の者を監護する方。 

○金額……月額 1 人 8,000 円 

○その他……市内に居住（住民登録）していること。障害児福祉手当を受給している場合は支給しない。 

○支給状況（各年 3 月末日現在） 

年度 

区分 
R1 年度 R2 年度 R3 年度 R4 年度 R5 年度 

受給者（人） 1,216 1,172 1,325 1,251 1,346 

対象児童（人） 1,271 1,216 1,377 1,304 1,399 

総支給額（円） 117,072,000 117,560,000 119,056,000 121,200,000 126,896,000 

（４）特別児童扶養手当（国の制度） 

 精神または身体に障害を有する児童の生活向上に寄与するため、この者を監護する父母または養育者に

対し支給する。（所得制限あり） 

○対象……身体障害者手帳おおむね 1～2 級、療育手帳Ⓐ～A2（重度）及び身体障害者手帳おおむね 3、4

級（一部）、療育手帳おおむね B1（中度）の 20 歳未満の者を監護する者。 

○金額……月額 1 人 1 級 55,350 円、2 級 36,860 円（令和 6 年 4 月～） 

○支給対象児童数（各年 3 月末日現在） 

年度 

区分 
R1 R2 R3 R4 R5 

1 級 415 437 484 439 436 

2 級 384 383 340 375 348 

計（人） 799 820 824 814 784 

 

４ 助成・補助 

（１）精神障害者入院医療費の助成（市の制度） 

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律第 5 条第 1 項に規定する精神障害者に対し、精神障害の治療で

医療機関に入院した場合、保険診療による自己負担額の一部を助成する。 

（２）重度心身障害者（児）医療費助成 

   重い障害のある者（重度心身障害者）が保険診療を受けた場合に、その医療費の一部を助成する。 

【対象者】 

   64 歳までに、下記いずれかの交付または判定を受けた者 

    ・身体障害者手帳 1・2 級 

・療育手帳Ⓐ～A2 

・児童相談所又は知的障害者更生相談所において重度以上と判定された者 

・精神障害者保健福祉手帳 1 級（令和 2 年 8 月 1 日診療分から助成開始） 

   ※65 歳以上の者のうち、身体障害者手帳もしくは療育手帳所持者で、令和 2 年 7 月 31 日までに新たに該

当等級となった者については、所得等の要件により、助成の対象となる場合がある。 

   ※一旦手帳等級が該当以外の等級となり、その後、65 歳以上で再度該当等級となった場合は、助成の対
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象外。 

 通院 1 回 入院 1 日 調剤 

市町村民税所得割課税世帯 300 円 300 円 無料 

市町村民税所得割非課税世帯 無料 無料 無料 

 

（３）自立支援医療（更生医療）（国の制度） 

自立支援医療受給者証を交付し、身体障害者の障害の軽減、又は進行の防止、機能回復を図るために必要

な医療費の一部を公費で負担する。 

（４）自立支援医療（精神通院医療）（国の制度） 

自立支援医療受給者証を交付し、精神疾患の治療で通院した場合の医療費の一部を公費で負担する。 

（５）身体障害者自動車運転免許取得費補助 

市内に 6 か月以上居住する身体障害者手帳所持者に対し、自動車運転免許取得費を補助する。 

○補助額……100,000 円（限度額） 

（６）身体障害者自動車改造費助成 

身体障害者手帳所持者（肢体不自由に限る）が自ら運転する自動車で、運転に必要な部分を改造した場

合に、改造に要した費用の一部を助成する。 

○助成額……100,000 円（限度額） 

（７）心身障害者新規就労支度金（市の制度） 

特別支援学校または中学校・義務教育学校・高等学校・中等教育学校の特別支援学級を卒業後 5 年以内

の者で新規に就労した心身障害者に対し、新規就労支度金を支給する。 

○支給額……21,000 円 

（８）心身障害者一時介護料の助成（市の制度） 

心身障害者を介護している家族が、疾病等の理由で一時的に介護が困難となった時等、福祉施設又は福

祉団体に介護を依頼した場合、その費用の全部又は一部を助成する。 

○1 日あたり 4 時間未満……2,500 円（限度額） 

○   〃    以上……5,000 円（限度額） 

○1 泊…………………………5,000 円（限度額） 

○心身障害者 1 人につき年額 54,000 円（限度額） 

（９）緊急通報装置貸与事業 

ひとり暮らし又はそれに準ずる状態の重度身体障害者に対し、急病など万一の場合にボタンを押すと緊

急連絡ができる装置を貸与している。 

○実績 

年度 

区分 
R1 R2 R3 R4 R5 

件数（件） 5 7 2 5 6 

 

５ 障害福祉サービス 

障害者および障害児が、自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、必要な障害福祉サービス

に係る給付や支援を行う。 
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○実績（令和 5 年度） 

サービス種類 利用延人数 利用時間・日数 

訪問系サービス 居宅介護 9,834 人 134,525.0 時間 

重度訪問介護 1,539 人 200,575.5 時間 

行動援護 633 人 9,234.0 時間 

同行援護 1,786 人 29,532.0 時間 

日中活動系サービス 短期入所 1,816 人 19,725 日 

療養介護 337 人 10,242 日 

生活介護 13,895 人 244,730 日 

自立訓練（生活訓練） 1,122 人 15,562 日 

自立訓練（機能訓練） 65 人 1,041 日 

就労移行支援 3,363 人 59,054 日 

就労継続支援（B 型） 10,188 人 169,164 日 

就労継続支援（A 型） 3,108 人 60,169 日 

就労定着支援 2,031 人  

自立生活援助 61 人  

居住系サービス 共同生活援助 9,070 人  

施設入所支援 3,128 人  

相談支援 計画相談支援 11,952 人  

地域移行支援 62 人  

地域定着支援 179 人  

 

６ 派遣制度 

（１）手話通訳者の派遣 

聴覚または音声・言語機能障害がある者が通院、公的機関等へ外出する際に意思の疎通を図るのに支障が

ある場合に手話通訳者を派遣する。 

○実績（令和 5 年度） 

区分 官公庁 病院 学校 その他 計 

件数 438 720 46 465 1,669 

（２）手話通訳者設置事業 

聴覚または音声・言語機能障害がある者の生活相談等を受けるために、（公財）船橋市福祉サービス公社

内に手話通訳者 3 人を常駐し、聴覚障害者相談員として活動している。 

○実績（令和 5 年度） 

区分 労働 生活 官公庁 医療 教育 福祉 その他 合計 

件数 48 499 233 621 37 105 138 1,681 

（３）要約筆記者の派遣 

聴覚または音声・言語機能障害がある者が通院、公的機関等へ外出する際に意思の疎通を図るのに支障が

ある場合に要約筆記者を派遣する。 
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○実績（令和 5 年度） 

区分 官公庁 病院 学校 その他 計 

件数 304 77 0 298 679 

 

７ その他の制度 

（１）福祉タクシー（市の制度） 

市内に居住する重度心身障害者（児）が通院、会合等のためタクシーを利用する場合、その料金の一部を

補助することにより、タクシーの利用を容易にし、もって福祉増進に資する。 

○対象者……身体障害者手帳 1・2 級、視覚及び下肢・体幹機能障害の 3 級、腎臓機能障害（人工透析者）

3・4 級 

療育手帳Ⓐ1～A2、精神障害者保健福祉手帳 1 級 

○補助額……料金の 1／2 で 1 回につき 1,200 円を限度とする。 

○年度間（4 月～翌年 3 月）の助成上限枚数は 120 枚（腎臓機能障害で人工透析者は 312 枚）である。 

上記の対象者であって、かつ介護保険の認定が要介護 3～5 の方は、障害福祉課の乗車券で、無制限に

助成を受けることができる。 

○協力費……1 回 100 円をタクシー会社に支払う。 

○利用できるタクシー……令和 6 年 4 月 1 日現在、197 社が市と契約を締結している。 

○利用状況 

年度 

区分 
R1 R2 R3 R4 R5 

利用件数（件） 68,967 54,424 56,697 57,119 56,807 

助成額（円） 48,419,660 40,696,510 42,672,280 43,923,610 45,190,120 

（２）心身障害者扶養年金共済制度（県の制度） 

身体障害者手帳 1 級から 3 級までの者、療育手帳所持者、身体又は精神に永続的かつ前に掲げる者と同程

度の障害がある者を扶養している 65 歳未満の者を加入者とする制度で、加入者が死亡（重度障害となった

場合も含む）した場合、扶養されていた障害者に終身年金が支給される。 

（３）重度身体障害者等入浴サービス事業費の支給 

在宅の重度身体障害者等で居宅において入浴することが困難な方に対し、保健衛生の向上と家庭介護者の

負担軽減を図るために入浴サービスを受けた場合、その費用の一部を支給する。 

○利用回数……4,437 回（令和 5 年度） 

（４）住宅整備資金貸付制度（市の制度） 

心身障害者（一定の要件あり）と同居し、又は同居しようとする人が、心身障害者のために増改築を行う 

場合、無利子で資金を貸付ける。 

貸付の限度額は 500 万円とし、種類ごとの貸付の限度額は次のとおりである。 

１．浴室整備資金    130 万円 

２．便所 〃      110 万円 

３．居室 〃      240 万円 

４．その他資金     100 万円 

○令和 5 年度実績  3 件 

（５）住宅改造費助成 

重度障害者のために、浴室やトイレなどを改造した場合に費用の一部を助成する｡（所得制限あり）助成
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限度額は 50 万円である。 

  ○令和 5 年度実績 11 件 4,876,000 円 

（６）視覚障害者自立生活支援事業 

視覚障害者、特に中途失明者に対し、家庭訪問によるカウンセリングや歩行訓練、日常生活訓練、点字・

音声ワープロ訓練、その他日常生活における相談等を行い、視覚障害者の自立と社会参加の促進を図る。 

○延べ利用者数……530 人（令和 5 年度） 

（７）成年後見制度利用支援事業（平成 19 年 4 月 1 日より実施） 

知的障害者のうち、成年後見人等の市長申立て時の費用や、成年後見人等の報酬の支払いが困難な者に対

して助成する。 

○成年後見人等報酬の助成額の上限 

在宅の場合   月額 28,000 円 

施設入所・長期入院の場合 月額 18,000 円 

 

 

３ 生活保護                【生活支援課】  

 

１ 保護の状況（令和 5年度） 

（金額単位：千円） 

区分 生活 住宅 教育 介護 医療 出産 

支給人員等 97,970 99,303 4,811 21,267 86,974 15 

金額 5,328,248 3,457,296 45,762 513,114 7,115,487 1,561 

 

区分 生業 葬祭 就労自立給付金 進学準備給付金 施設事務費 委託事務費 

支給人員等 1,533 324 89 15 107 540 

金額 29,224 66,747 4,205 1,900 19,900 13,177 

○令和 6 年 4 月 1 日現在 

被保護世帯数    7,538 世帯  

被保護人員     9,359 人  

保 護 率     14.46‰（1,000 人あたりの割合） 

 生活保護法に基づき、市民の最低限度の生活を保障するとともに、その自立を助長することを目的として、

生活、住宅、教育、介護、医療、出産、生業、葬祭の８扶助を行っている。 

 

 

４ 生活困窮者自立支援制度                 

 

１ 制度の趣旨 

平成 27 年に施行された生活困窮者自立支援法に基づき、現に経済的に困窮し、最低限度の生活を維持する

ことができなくなるおそれのある者（生活困窮者）等に対し、支援を行う。 
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２ 生活困窮者自立支援制度の種類 

○自立相談支援事業：生活困窮者等に対し、相談及び支援を行う。【地域福祉課】 

 相談件数 

令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

18,962 件 22,671 件 22,214 件 22,096 件 31,068 件 

○住居確保給付事業：離職等（2 年以内）又はやむを得ない休業等により、離職等の場合と同等程度の状況

にあり住居を失った又はそのおそれのある生活困窮者に対し、住居確保給付金を支給する。【地域福祉課】 

 支給決定件数（延長等含む、再申請は含まない。令和 2 年度に制度改正） 

令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年 令和 4 年度 令和 5 年度 

28 件 1,397 件 403 件 94 件 54 件 

○就労準備支援事業：就業が著しく困難な生活困窮者に対し、一般就労に従事するための準備として、就労

に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練を行う。【地域福祉課】 

 支援件数 

令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

19 件 10 件 14 件 11 件 11 件 

○家計改善支援事業：生活困窮者に対し、家計相談及び支援を行う。【地域福祉課】 

支援件数 

令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

32 件 15 件 20 件 14 件 25 件 

○一時生活支援事業：一定の住居を持たない生活困窮者に対し、一定の期間、宿泊場所や食事の提供等の支

援を行う。【地域福祉課】 

支援件数 

令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

- - - 3 件 7 件 

  ※令和 4 年度から事業開始 

○学習支援事業：生活保護世帯、生活困窮世帯及びひとり親世帯等の中学生に対し、学習支援等を行う。 

また、高校中退防止の取り組みとして学習支援事業参加者に対して、高校進学後の相談等ができる場を提

供する。【こども家庭支援課】 

参加者数（中学生） 

 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

ひとり親世帯等 117 人 172 人 215 人 187 人 182 人 

生活保護世帯 33 人 32 人 45 人 45 人 29 人 

生活困窮世帯 83 人 87 人 90 人 94 人 92 人 

   

 

５ 重層的支援体制整備事業     【福祉政策課・地域福祉課】 

 

１ 事業の趣旨 

 地域住民の複合化・複雑化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制を整備するため、相談支援（包括的

相談支援事業、多機関協働事業、アウトリーチ等を通じた継続的支援事業）、参加支援事業、地域づくり事業

を一体的に実施する。 

 ※令和 5年度から事業開始 
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２ 支援実績 

 ○多機関協働事業：支援関係機関等からつながれた、複合化・複雑化した支援ニーズを有し、様々な課題の 

解きほぐしが求められる事例等に対し、支援関係機関の抱える課題の把握や、各支援関係機関の役割分担、  

支援の方向性の整理を行う。 

相談件数 

令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

- - - - 296 件 

○アウトリーチ等を通じた継続的支援事業：複合化・複雑化した課題を抱えながらも支援が届いていない者 

 に対し、本人と直接かつ継続的にかかわるための信頼関係の構築や、本人とのつながりづくりに向けた支 

 援を行う。 

 支援件数 

令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

- - - - 3 件 

○参加支援事業：既存の社会参加に向けた事業では対応できない個別性の高いニーズを有している者に対し、 

 地域の社会資源等を活用して社会とのつながりづくりに向けた支援を行う。 

 支援件数 

令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 

- - - - 5 件 

 

 

 


